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序章 問題提起 
本論文は、船舶起因の油による海洋汚染（以下「油濁」という）に関する損害賠償・補 
償制度の研究を行うものである。本章は、本論文における研究を遂行するに当たって必要 
 
 
 となる問題意識の提示を行う。問題提起を行うに当たっては、前提として、油濁損害を事 
 
 
 前に防止するための公法上の責任制度と油濁損害が発生した場合の事後的な賠償・補償制 
 
 
 度の基礎を概観する必要がある。なぜなら、かかる制度の基礎的考察が前提となって、油 
 
濁に関する公法上の規律および私法上の責任制度が交錯する場面に焦点に当てるという 
本論文の問題意識に結び付くからである。すなわち、公法上の規制に伴い発生する費用債  
権が私法上の損害賠償制度の下でいかに規律されるのかという論点については、油濁に関 
する限り、これまでの先行研究において多くは論じられてこなかったものであり（無害化 
措置に要する費用に基づく債権に対する船主責任制限制度の適用関係について実務家が 
論じた論稿がある程度である。岡部・後掲論文１９８頁）、筆者が、一般船舶油濁損害に 
ついて部分的に考察を行ったことがあるに過ぎない（拙稿「一般船舶油濁損害をめぐる法 
律関係に関する一考察――海洋汚染防止法、油濁損害賠償法および船主責任制限法の交錯 
――」法学研究８５巻１号（２０１２年）３１頁以下）。そこで、本論文においては、こ 
 
 
 れまでの研究を踏まえて、船舶（すなわち、一般船舶のみならずタンカーも含む）に起因 
 
 する油濁事故に関する公法上の規律および私法上の責任制度に研究を発展させることを 
 
 目的とするものである。すなわち、海洋汚染防止法に基づいて海上保安庁長官または地方 
 
公共団体の長等が行った防除措置に要した費用は、船舶所有者等に対して請求することが 
できるところ（海洋汚染防止法４１条１項または４１条の３第１項）、かかる費用債権は、 
船主責任制限法に基づく責任制限制度の適用を受けるのかという問題点がある。海難残骸 
物の除去費用に係る債権が責任制限制度の適用を受けるかどうかという論点については、 
既に他の研究者によって論じられてきたという経緯があるが、油濁との関係ではこれまで 
に多くは論じられてこなかった問題点である。そこで、本論文は、船舶油濁損害の賠償・ 
補償制度に関する研究を行うに当たり、 公法上の規律と私法上の責任が交錯する場面に着 
 目して、全ての債権が船主責任制限制度の適用を受けると考えてよいのかという問題意識 
 
 の下に、研究を遂行することを試みるものである。 
 
第１部 船舶油濁損害をめぐる責任制度の総合的考察 
第１章  海洋汚染防止法の下での公法上の規律 
本章では、序章で示した問題意識のうち、私法上の責任との交錯を論じる前に前提となる公 
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法上の規律を明らかにした。すなわち、海洋汚染防止法は様々な公法上の規律を定めていると 
ころ、本論文との関係では、海上保安庁長官等が油濁に対する防除措置を講じた場合の費用負 
担が重要な問題となる。本章では、一般船舶の場合には、海上保安庁長官等が講じた防除措置 
の費用を船舶所有者に負担させることができるが（海洋汚染防止法４１条１項および４１条の 
３第１項）、タンカーの場合には、船舶所有者に費用負担を求めることができないことを明らか 
にした（４１条５項および４１条の３第８項参照）。 
わが国は、船舶起因の海洋汚染の防止に関して、１９８３年にＭＡＲＰＯＬ７３／７８条約 
を批准したうえで、その国内担保法として海洋汚染防止法の改正によって対応している。そし 
て同法に基づく規律の中で特に重要なのは、応急措置・防除措置義務に関する規定であるとこ 
ろ、応急措置については緊急にこれを履行する見地から船舶の船長に義務づけられ、防除措置 
については船舶所有者に義務づけられている。応急措置を含めて当該義務の履行に伴う費用の 
負担は船舶所有者に帰属することになろう。海上保安庁長官等が当該措置を講じた場合の費用 
 についても同様に船舶所有者の負担に帰することができる（海洋汚染防止法４１条１項および 
 
 ４１条の３第１項）。 すなわち、海上保安庁長官等は、上記の義務者が応急措置・防除措置を講 
 
ぜず、またはこれらの者が講ずる措置のみによっては海洋の汚染を防止することが困難である 
と認める場合において、排出された油・有害液体物質・廃棄物その他の物の除去、排出のおそ 
れがある油・有害液体物質の抜取りその他の海洋の汚染を防止するため必要な措置を講じたと 
きは、当該措置に要した費用について、当該排出された油・有害液体物質・廃棄物その他の物 
または排出のおそれがある油・有害液体物質が積載されていた船舶の船舶所有者に負担させる 
ことができる（海洋汚染防止法４１条１項）。 
このように海洋汚染防止法に基づく公法上の義務としての応急措置や防除措置を履行する場 
合には当然ながら費用が発生する。かかる費用は、損害でもあることから、船舶油濁損害賠償 
保障法（以下「油濁損害賠償法」という）の船舶油濁損害に該当すると考えられるほか船舶の 
所有者等の責任の制限に関する法律（以下「船主責任制限法」という）の適否も問題となる。 
そこで、次章以下では、タンカーおよび一般船舶に係る私法上の責任としての油濁損害賠償・ 
補償制度ならびに船主責任制限制度について検討する。 
第２章 タンカーに係る私法上の責任制度としての油濁損害賠償・補償制度 
 本論文における船舶油濁損害の賠償・補償制度の研究はタンカーと一般船舶に分けて行う必 
要がある。本章ではまずタンカーに係る私法上の責任制度の検討を行った。これは第４章にお 
いて船主責任制限制度の適用関係を論じる前提となる問題であるからである。そこで本章では、 
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タンカー油濁損害の賠償・補償制度の基本構造および賠償・補償の範囲を明らかにした。 
まず賠償・補償制度の基本構造について、油濁損害賠償法は、油による汚染損害についての 
民事責任に関する国際条約（以下「ＣＬＣ」という）および油による汚染損害の補償のための 
国際基金の設立に関する国際条約（以下「ＦＣ」という）を批准し国内法化するために制定さ 
れた法律であることから、その制度内容は、両条約に対応している。タンカー油濁損害につい 
ては、免責事由が存在する場合を除き、厳格責任かつ連帯責任（２以上のタンカーによるタン 
カー油濁損害でいずれのタンカーに積載されていた油によるものか分別できない場合）である 
（油濁損害賠償法３条１項および２項）。強制保険の制度も存在する（油濁損害賠償法１３条以 
下）。タンカー油濁損害に固有の責任制限制度も存在する（油濁損害賠償法６条）。被害者は、 
賠償を受けることができなかったタンカー油濁損害の金額について国際油濁補償基金（追加基 
金も含む）に対して補償を求めることができる（油濁損害賠償法２２条および３０条の２）。す 
なわち、第一次的には船舶所有者がＣＬＣの下での責任限度額の範囲内で賠償を行い、第二次 
 的には、国際油濁補償基金がＦＣの下で補償を行い、さらに、２００３年議定書によって創設 
 
 された追加基金が補償を行うという、３段階の賠償・補償制度が構築されているのである。こ 
 
のように、タンカー油濁損害については、日本がＣＬＣおよびＦＣを批准しこれを油濁損害賠 
償法によって国内法化したことから、被害者の保護が非常に厚いと評価することができる。こ 
のような被害者の保護に厚い基本構造をもつ責任制度を明らかにしたことが、第４章において 
 
 
 論じる船主責任制限 制度の適用関係の問題点に関する解釈論（タンカー油濁損害に該当する債 
 
 権はすべて油濁損害賠償法に基づく固有の責任制限制度の適用を受ける）に通じていくのであ 
 
 る。すなわち、第１章から第４章の論述は有機的に連関していくのである。 
 
次に、賠償・補償の範囲が問題となる。なぜなら、賠償・補償範囲に含まれる損害に係る債 
権が船主責任制限制度の適用を受けるからである（賠償・補償範囲外の損害についてはそもそ 
も第４章の船主責任制限制度の適否の問題は生じない）。この点について、タンカーからの持続 
性の炭化水素鉱物油の流出による汚染損害の補償を行う国際油濁補償基金（同基金は７１年基 
金、９２年補償基金および追加基金の３つの組織によって構成される）は、同基金に対する請 
求に当たっての実務上のガイドラインとしての請求の手引き(IOPC Funds, Claims Manual 2013 
Edition)を発行している。この手引きはＣＬＣおよびＦＣの委任を受けて定められたものではな 
いから、裁判規範としての性質までは有しないと考えられるが、タンカー油濁損害に対する賠 
 償・補償 範囲の決定 は、実務的にはかかる手引きに定められた一般的な基準に従って行われる。 
 
すなわち、請求の手引きは、国際的油濁損害賠償・補償制度の仕組みを概説するだけでなく、 
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補償を行ううえでの一定の基準を示すものであり、補償実務上極めて重要な指針となるもので 
ある。しかしながら、管見の限り、これまでの先行研究において請求の手引きについて詳細な 
検討を行ったものはみられない。そこで、本章では、請求の手引きの内容を明らかにし、その 
考察を行うと共に、この手引きに従って処理された実際に発生した複数の油濁事故の概要を明 
らかにして考察を行った。考察の結果、請求の手引きに記載されている一定類型の損害（浄化 
措置・防止措置、財産損害、間接損害、純経済的損失、経済的モデルの利用、環境損害および 
アドバイザーの利用の７つに分けられている）で因果関係の認められるものが油濁損害として 
賠償・補償の対象となることおよび因果関係の判断を行ううえでの基準の詳細を明らかにした 
（例えば、本章において詳論する海洋環境損害については、以下の判断基準を明らかにした。 
①当該措置が回復の自然作用を著しく加速させる見込みがあること、②当該措置が事故の結果 
としてのさらなる損害を防止しようとするものであること、③当該措置が他の生息地の悪化を 
もたらすものではなく、他の自然資源や経済資源に対する悪影響を及ぼすものではないこと、 
④当該措置が技術的に実行可能であること、⑤当該措置に係る費用が損害の範囲および期間な 
らびに達成が見込まれる利益に比して均衡を失していないこと(Claims Manual 2013 Edition, at 
3.6.5.)）。 
第３章 一般船舶に係る私法上の責任制度としての油濁損害賠償制度 
前章において論じたのは、ＣＬＣおよびＦＣならびにその国内法である油濁損害賠償法３条 
以下に基づくタンカー油濁損害の賠償・補償制度についてであった。これらの条約および法律 
は、貨物としてのばら積みの油のみならず燃料油による汚染損害も対象としているが、対象船 
舶はタンカーを前提としている。そのため、タンカー以外の船舶から流出または排出される燃 
料油による汚染損害の賠償については、ＣＬＣ・ＦＣを適用することはできず、かかる燃料油 
による汚染損害を被った油濁被害者の保護を図る必要があるという問題があった。そこで、船 
 舶からの燃料油による油濁被害者に対する適正、迅速且つ効果的な賠償の確保を目的として、 
 
 ２００１年３月に燃料油による汚染損害についての民事責任に関する国際条約（以下「バンカ 
 
 ー 条約」という）が採択された。そこで、本章では、バンカー条約の下での私法上の責任制度 
 
の基本構造および同条約を批准せずに改正によって独自の責任制度を構築した油濁損害賠償法 
の基本構造を明らかにした。 
まず、バンカー条約の下での責任当事者（ＣＬＣと異なり、船舶所有者、裸傭船者、管理人 
および運航者）は、ＣＬＣと同様、汚染損害について厳格責任を負い（バンカー条約３条１項）、 
二以上の船舶が関係する事故により生じた合理的に分割できない汚染損害の全体について連帯 
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責任を負う（同条約５条）。免責事由の内容もＣＬＣと同様である（バンカー条約３条３項およ 
び４項）。地理的適用範囲（締約国の領域（領海も含む）および排他的経済水域）もＣＬＣと同 
様である（バンカー条約２条）。強制保険の制度も存在する（同条約７条）。もっとも、ＣＬＣ 
 の場合には同条約の中にタンカーに固有の責任制限制度が存在するのに対して（９２ＣＬＣ５ 
 
 条）、バンカー条約の場合には、固有の責任制限制度はなく、国内制度または１９７６年海事債 
 
 権についての責任の制限に関する国際条約（以下「海事債権責任制限条約」という）といった 
 
 国際制度に委ねられている（バンカー条約６条）。さらに、タンカーに係る国際的油濁賠償・補 
 
 償制度と大きく異なるのは、バンカー条約にはＦＣのような補償基金の制度が存在しないこと 
 
 である。 
 
我が国はバンカー条約を批准せずに、油濁損害賠償法の改正によって一般船舶油濁損害の賠 
償について対応している。その中で、 油濁損害賠償法３９条の３は、バンカー条約６条と同様、 
 責任制限の内容について固有の規定を置いておらず、船主責任制限法の定めるところによると 
 
 している。そのため、一般船舶油濁損害に係る賠償請求権は、一つの海難事故が発生した場合 
 
に生ずる貨物に対する損害に基づく債権等、船主責任制限法の定める制限債権に該当する様々 
な債権のうちの一つとして責任制限にかかるため、タンカー油濁損害に係る賠償請求権に比し 
 て、油濁被害者の保護が弱められるという問題点を指摘することができる。そこで、タンカー 
 
油濁損害と同様に、一般船舶油濁損害についてもこれに固有の責任制限制度を新規に創設する 
ことが考えられる。しかし、この点は、バンカー条約の成立過程でも議論されたが結果として 
同条約においては採用されなかったという経緯がある。一般船舶に係る油濁被害者の保護の見 
地からは、固有の責任制限制度の創設や国際油濁補償基金による補償基金の制度の適用が望ま 
しいともいえるが、財源との関係から補償基金の制度を適用することはできず、固有の責任制 
限制度を創設することも容易ではないことを指摘しなければならない。 
 これらのこと（特に、一般船舶油濁損害の場合にはタンカー油濁損害と異なり固有の責任制 
 
 限制度および補償基金の制度が存在しないこと）を明らかにしたことによって、第４章で論じ 
 
 る船主責任制限制度の適用関係について、タンカー油濁損害とは異なる解釈論を展開すること 
 
 につながった。 
 
第２部 船舶油濁損害と船主責任制限制度の適用関係に関する考察 
 第４章  船舶油濁損害と船主責任制限制度の適用関係 
本章は、前章までの論述を前提とした本論文における核心部分にあたるといってよい。船主 
責任制限制度の適否は油濁被害者の保護にとって分水嶺となる重要な問題点である。筆者は、 
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 この問題点について、タンカーと一般船舶に分けて、債権の帰属主体ごと（すなわち、漁業者、 
 
 海上保安庁長官または関係地方公共団体の長等、および排出された油を積載していた一般船舶 
 
 の船舶所有者）に検討を行った。 
 
まず、タンカー油濁損害の場合には海洋汚染防止法４１条５項および同条項を準用する４１ 
条の３第８項により海上保安庁長官または関係地方公共団体の長等が油の積載されていたタン 
カーの所有者に対して防除措置に係る費用の負担を求めることはできない。そのため、タンカ 
ー油濁損害に関する私法上の責任と海洋汚染防止法という公法上の規律が交錯することはなく、 
 タンカー油濁損害に該当する債権はすべて油濁損害賠償法に基づく固有の責任制限制度の適用 
 
 を受ける。このように解しても、国際油濁補償基金による補償制度の適用があるため、油濁被 
 
害者の保護に欠けることはない。 
 これに対して、一般船舶油濁損害の場合には、海洋汚染防止法４１条１項および４１条の３ 
第１項に基づき海上保安庁長官または関係地方公共団体の長等が油の積載されていた一般船舶 
の船舶所有者に対して防除措置に係る費用の負担を求めることができる。そのため、一般船舶 
油濁損害をめぐる法律関係においては私法上の責任と公法上の規律が交錯し、海洋汚染防止法 
という公法上の規律に伴い発生した費用債権が責任制限にかかるのかという本論文の序章で示 
した問題意識の核心部分に到達するのである。筆者は、検討の結果、油濁事故に伴い発生する 
 費用債権は原則としてすべて船主責任制限制度の適用を受けるが、海上保安庁長官または関係 
 
 地方公共団体の長等の有する防除措置および無害化措置に係る費用請求権は例外的に責任制限 
 
 にかからないという結論に達した。すなわち、公法上の規制に伴い発生した費用に係る債権は 
 
純然たる私法上の債権とは別異に扱われるべきものと考えられる。海洋汚染防止法は、海洋環 
境の保全等ならびに人の生命および身体ならびに財産の保護を目的とするのに対して（同法１ 
条参照）、油濁損害賠償法は、油濁被害者の保護を目的とするものであり、相互に目的を異にす 
る。海上保安庁長官等の船舶所有者に対する防除措置に係る費用負担の求めは、行政代執行法 
の規定が準用されるように（海洋汚染防止法４１条２項）、海洋汚染防止法の目的のために同法 
の下で特別に定められた制度というべきである。また、実質的に考えても、船舶所有者が自ら 
防除措置を行う場合には責任制限にかからないにもかかわらず（船主責任制限法３条１項４号 
５号かっこ書）、海上保安庁長官等の有する債権が責任制限にかかるとすると、船舶所有者を不 
当に利することとなり、防除措置に対するインセンティブが働かなくなるおそれがある。そこ 
で、海洋汚染防止法に基づく海上保安庁長官等の有する防除措置に係る費用請求権は、責任制 
限にかからないと考えるべきである（稲葉・寺田・後掲書１１１頁（注２８）に結論において 
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同旨）。この結論を補強するために、後述する第６章において、海難残骸物の除去（船骸撤去） 
に関する責任制度との比較考察を行った。すなわち、海難残骸物の除去費用に関して責任制限 
にかからないと判示したアメリカ判例法およびわが国の海洋汚染防止法に基づく海難残骸物の 
除去措置について海上保安庁長官に生じた費用請求権が責任制限にかからないと考えることと 
パラレルに解すべきことを明らかにした。また、米国沿岸警備隊(U.S. Coast Guard)による薬物・ 
アルコール試験規則違反の執行（制裁金の徴収）に係る行政手続は船主責任制限法の責任制限 
手続から除外されるとしたアメリカ判例法(In re Transporter Marine, Inc., 217 F.3d 335, 2000 
A.M.C. 2158 (5th Cir. 2000))にも留意すべきことを明らかにした。 
さらに、無害化措置については、海事債権責任制限条約２条１項(d)は無害化措置に関する債 
権を責任制限の対象とすると規定しているが、同条約１８条１項（１９９６年議定書による改 
正後は１８条１項(a)）はこの規定の適用を排除する権利を留保することができる旨を規定し、 
わが国はその旨留保している。このことに照らせば、無害化措置に要する費用に係る債権は船 
主責任制限法３条１項４号・５号の制限債権には含まれず、責任制限にはかからないと解する 
のが、わが国の立場に合致し、妥当と考えられる（岡部・後掲論文１９８頁に同旨）。このこと 
も、本論文における結論を補強するものである。 
第５章 米国１９９０年油濁法の下での責任制限制度との比較考察 
本論文の結論を得るにあたっては、米国１９９０年油濁法（以下「油濁法」という）の下で 
の責任制限制度との比較考察を行うことが有益である。なぜなら、油濁法の下での責任制度は、 
ＣＬＣ・ＦＣに基づく国際制度および油濁損害賠償法と異なり、タンカーにも一般船舶にも固 
有の責任制限制度および補償基金の制度を構築しているからである。そこで、本章では、油濁 
法の下での責任制度を考察し、国際制度および油濁損害賠償法とは異なる結論に達した。 
 油濁法は、タンカーのみならず、その他の一般船舶や海洋施設にも適用され、それぞれに固 
 
 有の責任制限制度が設けられている。すなわち、油濁損害賠償請求との関係では油濁法の下で 
 
の適用対象船舶・施設に係る責任制限制度がアメリカ船主責任制限法(the Shipowner’s Limitation 
of  Liability Act)に取って代わり適用されることとなる。その意味では、ＣＬＣ、バンカー条約お 
 よび油濁損害賠償法の構造（タンカーの場合にはＣＬＣおよび油濁損害賠償法に基づく固有の 
 
 責任制限制度が適用されるが、一般船舶の場合には船主責任制限法が適用される）よりも、油 
 
 濁法の方が統一的で油濁被害者の保護に資すると評価することもできる。そのため、本論文に 
 
おいて提示した問題意識は、ＣＬＣ・ＦＣに基づく国際制度およびその国内法である油濁損害 
賠償法において顕在化するのであり、油濁法においては顕在化しないと考えられる。なぜなら、 
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油濁損害に係るすべての債権は統一的に油濁法の下での責任制限にかかると考えられるからで 
ある。 
なお付言すると、２０１０年４月に発生したメキシコ湾原油流出事故は、エクソン・バルデ 
ィーズ号事件のようなタンカーからの原油流出事故とは異なり、海洋施設たる石油掘削施設か 
らの原油流出事故であった。従って、同事故は、タンカーによる油濁事故を前提とするＣＬＣ・ 
ＦＣが適用可能な事案ではない。アメリカ合衆国がＣＬＣ・ＦＣに参加しこれと同様の国内法 
制度を確立していたとしたら、（不法行為法など他の制度を除き）当該制度の下では当事者に対 
して責任を追及することができなかったかもしれない。その意味では同国がＣＬＣ・ＦＣに参 
加せず独自に油濁法を制定し海洋施設からの原油流出事故についても一定当事者に責任を追及 
することが可能な制度を構築していたことは賢明であったと評価することもできよう。ただし、 
アメリカ合衆国が、このような油濁損害に対する包括的かつ厳格な責任制度を確立できたのは、 
ＣＬＣやＦＣに参加せずに独自に油濁法を制定したからに他ならず、これに対しては批判的指 
摘があることも忘れてはならない。例えば、油濁法の問題点の一つとしては、同法が州法の適 
用を排除していないため 、法律の適用関係に混乱が生じ、事件処理の統一性あるいは予測可能 
性が阻害されるおそれがあるということがあげられよう。この点、落合誠一教授は、「アメリカ 
全体としてみたとき、油濁事故賠償・補償制度の透明性は相当低いことは否定できず、制度全 
体の効率性がはっきりしないとの問題がある」と指摘されている（落合・後掲論文１７９頁）。 
第３部  船舶以外の物・施設に起因する海洋汚染に関する責任制度の考察 
第６章  海難残骸物の除去（船骸撤去）に関する責任制度―油濁との比較考察― 
 本論文における結論を補強するために、本章では、油濁に係る責任制度と海難残骸物の除去 
（船骸撤去）に関する責任制度との比較考察を行った（アメリカ法との比較検討も行った）。す 
なわち、海難残骸物の除去に関する責任制度を考察することによって、油濁損害に係る債権の 
一部が例外的に船主責任制限制度の適用を受けないという本論文における解釈論を補強するこ 
とができたのである。 
海洋汚染防止法４１条に基づく海上保安庁長官の船舶所有者に対して有する海難残骸物の除 
去措置に係る費用請求権および船舶所有者の他の責任者に対して有する求償権が船主責任制限 
法の下での責任制限にかかるかという問題点がある。この問題点について筆者は、前者の海上 
 保安庁の有する費用請求権は責任制限にかからないが、後者の求償権は責任制限にかかるとい 
 
う解釈論を明らかにした。なぜなら、前者の海上保安庁長官の有する費用請求権は海洋環境の 
保全等ならびに人の生命および身体ならびに財産の保護を目的とする海洋汚染防止法に基づく 
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公法上の規制に伴い発生する費用請求権であり、純然たる私法上の請求権とはいい切れない性 
質を有している。また、海事債権責任制限条約２条１項(d)は船舶の引揚げ・除去等に係る債権 
を制限債権としているところ、同条約１８条１項(a)は２条１項(d)の適用を排除する権利を留保 
することができる旨を規定し、わが国はその旨留保し、船主責任制限法３条１項も海難残骸物 
の除去に係る費用請求権を制限債権として明示していない（すなわち、同項４号および５号は 
損害防止軽減措置（同法２条２項３号）を規定し、海難残骸物の除去措置（同項１号）を規定 
していない）。従って、前者の費用請求権は船主責任制限法３条１項のいずれの制限債権にも該 
当しないと考えられるからである（江頭・後掲論文７６頁、時岡・谷川・相良・後掲書４６頁、 
稲葉・寺田・後掲書１０３頁ないし１０４頁、谷川・後掲ＮＢＬ３１７号１１頁参照）。また、 
 アメリカ法の下で、２００５年８月２９日にルイジアナ州ニューオーリンズを襲ったハリケー 
 
 ン・カトリーナによって発生した浮遊乾ドック(buoyant  drydock)の撤去事例がある。同事例にお 
 いて、アメリカ合衆国が船骸法(Wreck Act, 33 U.S.C.   §409)に基づき同ドックの所有者に代わっ 
 
 て行った同ドックの撤去作業に関して発生した撤去費用について船主責任制限法は船骸法に優 
 
 先して適用されず（すなわち、責任制限にかからない）、同所有者は無過失であっても、残骸物 
 
 の撤去についてアメリカ合衆国に生じた費用の全額について責任を負うと判示した事例がある 
 
(S. Scrap Material Co. LLC v. ABC Ins. Co., 541 F.3d 584, 2008 A.M.C. 2369 (5th Cir. 2008). See also 
Univ. Texas Med. Branch at Galveston v. United States, 557 F.2d 438 (5th Cir. 1977))。この控訴審判決 
 は連邦最高裁においても維持された(S. Scrap Material Co. LLC v. United States, 129 S.Ct. 1669, 556 
U.S.  1152 (2009))。この事案とパラレルに考えても、海洋汚染防止法に基づく海難残骸物の除去 
 措置について海上保安庁長官に生じた費用請求権は、責任制限にかからないと考えることがで 
 
 きよう。  
 
これに対して、後者の求償権は純然たる私法上の損害賠償請求権であり、船主責任制限法３ 
条１項１号後段の制限債権に該当すると考えられる。すなわち、（海洋汚染防止法ではなく港則 
法・港湾法に基づく事案であるが）他の船舶との衝突により沈没した船の所有者が、右沈没船 
を除去すべき法令上の義務を課され、これを除去したため、衝突の相手方たる船舶の所有者お 
よび船長らに対して、右除去に要した費用の損害賠償請求を求めた事件において、判例（最判 
昭和６０年４月２６日民集３９巻３号８９９頁・判タ５５７号１２０頁）は、当該損害賠償請 
求権は、（昭和５７年法律第５４号による改正前の）船主責任制限法３条１項２号の制限債権（同 
項１号に掲げる物および当該船舶以外の物の滅失もしくは損傷による損害に基づく債権）（現行 
法３条１項１号後段に相当）に該当すると判示した。なお、原茂太一教授は、前記最判昭和６ 
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０年の解釈に賛成し、「除去費用賠償請求権が非制限債権であるとする立場には賛成できないと 
いう結論」ではあるものの、「立法論としては、もし公的債権を非制限債権とするのならば、除 
去費用賠償請求権も非制限債権とすることが一つの望ましい立法の在り方と考えた」と指摘す 
る（原茂・後掲論文２頁）。山田泰彦『船主責任制限の法理』（成文堂、１９９２年）２０８頁 
ないし２０９頁においても同趣旨の指摘があり、示唆に富む。筆者もこれらの指摘に同旨であ 
る。すなわち、現行法の解釈上、海上保安庁長官が行った海難残骸物の除去措置に係る費用請 
求権は非制限債権であり、船舶所有者の他の原因者に対する求償権は制限債権と考えるべきと 
ころ、均衡性や統一性の見地からは、立法政策上はいずれも非制限債権とすべきと考えられる 
からである。海難残骸物の船舶所有者が海上保安庁長官から費用請求を受けた場合には責任制 
限制度の利益を享受できないのに、かかる費用を支払って他の原因者に求償する際には責任制 
限にかかってしまうというのでは、均衡を失しているように思われるし、海難残骸物の除去義 
務の履行に対するインセンティブも働きにくくなると考えられる。 
 この結論は、前記の一般船舶油濁損害に関する海上保安庁長官等の有する防除措置および無 
 
 害化措置に係る費用請求権は責任制限にかからないという結論と同様である。その背景には、 
 
ナイロビ条約、バンカー条約およびわが国の油濁損害賠償法の一般船舶油濁損害賠償制度には、 
固有の責任制限制度がなく船主責任制限制度に委ねられているのに対して、ＣＬＣ、ＦＣおよ 
び油濁損害賠償法のタンカー油濁損害賠償・補償制度には固有の責任制限制度および国際油濁 
補償基金の制度が存在するという相違がある。そのため、後者のタンカー油濁損害の場合には 
 油濁被害者の保護の要請を考慮しても、すべての債権を船主責任制限にかける必要があるのに 
 
 対して、前者の一般船舶油濁損害や海難残骸物の除去費用の場合には、被害者保護の要請を考 
 
 慮して、公法上の規制に伴い発生する費用債権については解釈上非制限債権である と認める必 
 
 要があるのである。 
 
第７章 補論 洋上掘削施設に起因する油濁事故に関する責任制度―船舶との比較考察― 
これまでの論述によって、本論文の結論は導き出されたため、本章は本論文にとって補論と 
しての位置づけとなる。前章までの論述は、船舶起因の海洋汚染に対する責任制度についての 
ものであった。これに対して、近時注目すべきは、石油開発のための、船舶ではない海洋上の 
石油掘削施設（以下「洋上掘削施設」という）における暴噴に起因して大量の油が海洋に流出 
したという事故である。本章では、洋上掘削施設に起因する油濁事故と船舶起因の油濁事故と 
を比較しつつ、洋上掘削施設起因の油濁被害者の保護を図る賠償・補償制度の考察を行った。 
油濁法の下では、船舶のみならず洋上掘削施設に起因する油濁事故についても責任制度が適 
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用され、責任主体は損害に対して厳格責任を負う一方で、責任制限制度のみならず、賠償責任 
資力証明や油濁責任信託基金の制度も適用可能である。これに対して、わが国の国内法制の下 
では、油濁損害賠償法は、船舶に起因する油濁事故のみに対して適用されるから、洋上掘削施 
設に起因する油濁事故には適用されない。また、船主責任制限法も同様であり、同法は同事故 
には適用されない。適用され得るのは、海洋汚染防止法および鉱業法であり、洋上掘削施設に 
起因する油濁損害に対して充分な賠償・補償制度が存在しているとは必ずしも言えない。 
これに対して、油濁法が、洋上掘削施設に起因する油濁事故についても厳格な責任制度およ 
び責任制限制度を定めていることに対しては、正に包括的な法制度であると評価すべきである 
（ただし、前記のとおり、米国がＣＬＣおよびＦＣに基づく国際的油濁損害賠償・補償制度に 
参加せずに独自に油濁法を制定したことに対しては批判的指摘もあることにも留意する必要が 
ある）。この点は、わが国の今後の法制にとっても参考になるであろう。ただ、かかる相違は、 
アメリカ合衆国においては、これまでに洋上石油開発が積極的に行われてきた一方で、わが国 
は、中東からの石油の輸入に依存しているという社会的状況の相違にもよっているかもしれな 
い。わが国において稼働中の洋上掘削施設は１基のみである。そうだとすれば、わが国におい 
ては、油濁法のような包括的な責任制度を創設せずとも、既存の鉱業法（およびその改正）に 
よる対応でまずは足りると解することもできる。その意味では、わが国においては、洋上掘削 
施設に起因する油濁事故に対する責任制度について直ちに法制化する必要性は高くないとも思 
われる。洋上掘削施設についても船主責任制限制度を適用すべきかどうかは、政策問題である 
ところ、同制度が、船舶を基礎とした海運業の保護という政策的な見地から創設された制度で 
あることに鑑みると、洋上掘削施設に対する適用には慎重な姿勢を要すると考える。 
以 上 
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・序章  書き下ろし 
・第１章は、拙稿「一般船舶油濁損害をめぐる法律関係に関する一考察――海洋汚染防止法、 
油濁損害賠償法および船主責任制限法の交錯――」法学研究８５巻１号（２０１２年１月） 
３４頁以下に基づいて、これを加筆・修正したものである。 
・第２章は、拙稿「船舶油濁損害における環境損害の賠償・補償制度に関する考察（一）」総合 
環境研究１２巻２号（２０１０年６月）１頁以下に基づいて、これを修正・加筆したもので 
ある。 
・第３章は、拙稿「バンカー条約の発効と一般船舶による油濁損害の補償制度についての考察」 
海事法研究会誌２０２号（２００９年２月）３１頁以下、拙稿・前掲法学研究８５巻１号（２ 
０１２年１月）４０頁以下および同「船舶油濁損害における環境損害の賠償・補償制度に関 
する考察（二）」総合環境研究１３巻１号（２０１０年１０月）１頁以下に基づいて、これを 
修正・加筆したものである。 
・第４章は、拙稿・前掲法学研究８５巻１号（２０１２年１月）４７頁以下に基づいて、これ 
を修正・加筆したものである。 
・第５章は、拙稿「１９９０年油濁法(the Oil Pollution Act of 1990)の下での責任制度－メキシコ 
湾原油流出事故を素材として－」海事法研究会誌２０９号（２０１０年１１月）２頁以下に 
基づいて、これを修正・加筆したものである。 
・第６章は、拙稿「海難残骸物の除去（船骸撤去）に関する法制度の考察」海事法研究会誌 ２ 
２２号（２０１４年２月）１８頁以下に基づいて、これを修正・加筆したものである。 
・第７章は、拙稿「洋上掘削施設に起因する油濁事故に対する責任制度に関する一考察―メキ 
シコ湾原油流出事故(Deepwater Horizon oil spill)を踏まえた米国油濁法(The U.S. Oil Pollution 
Act of 1990)からの示唆―」早稲田法学会誌６６巻１号（２０１５年１０月）９７頁以下に拠 
って若干の修正を行った。 
・終章  書き下ろし 
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